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エネルギー・経済・産業・通商
政策を講じる

気候・エネルギー政策の体系
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環境省 経済産業省

環境基本法 エネルギー基本法

地球温暖化対策推進法

エネルギー基本計画地球温暖化対策計画

地球温暖化を防ぐための施策を
講じる

長期エネルギー需給見通し

(３年に１度改定) (３年に１度改定)

気候政策 エネルギー政策
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• 「エネルギー基本計画」（2014年改定）
– 原発と石炭火力は「重要なベースロード電源」

• 2030年の電源構成
– 化石燃料（石炭・天然ガス）の割合は現状維持（5割以上）
– 原発20～22％、再生可能エネルギー22～24％、石炭26％

エネルギー政策
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図 電源構成の2030年見通し（出所：資源エネルギー庁）



4

• 原発（20-22％）は、非現実的？

– 14基が廃炉に

– 2030年には、現行の設備容量が半分に減少

（40年廃炉・設備利用率70％の場合）

– 市民・自治体の強い反対（再稼動2基）

• 再生可能エネルギー目標は、低すぎ？
– FIT(固定価格買取制度)により太陽光発電の導入すすむ

– FIT後、再エネ電力は11％から15％に増加

（大規模水力を除けば1％から4.7％に）

エネルギー政策

政策は現実に反し、福島原発事故前の状況に
後戻りしようとしているようである
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• 「地球温暖化対策計画」（2016年5月）

– パリ協定採択後、計画策定（3年の空白期間の後に）

～ 京都議定書第2約束期間不参加の影響で

– 目 標

– 政策措置

• 産業部門には自主的な行動の継続を要請

• その他、特段の追加的な施策なし

気候政策

長 期 2050年80％削減

2030年 26％削減（13年比）
（18％削減（90年比）

2020年 3.8％削減以上（05年度）
（5.8％増（90年比）
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「２０３０年度の温室効
果ガスの排出量を２６％
削減する、国際的に遜色
のない野心的な目標をま
とめることができました。

これは、無責任な、根拠
なき『数字』ではなく、
具体的な対策や技術の裏
付けを伴うものでありま
す。」

日本の2030年GHG排出削減目標
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日本の温室効果ガス排出量と目標
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温室効果ガス排出量の推移（1990-2013年度）
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Climate Action Trackerの評価
“Inadequate（不適切）”
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発電における石炭火力の割合の増加

9.7%（90）→18.4％（00）→25.0％（10）→31.0％（14）

出典：環境省「2014年度の温室効果ガス排出量（確報値）について」より抜粋・加筆
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・約4200万kW

・古いものも多いが、一つひとつは小さい

・新しいものほど、設備容量が大きく、数も多い

・運転年数20年未満：55％、30年未満：80％

既存の石炭火力発電

運転年数 運転開始年 設備容量（万kW） 基数

40年以上 ～1975 354 18

30～39年 1976～1985 489 12

20～29年 1986～1995 1,047 19

20年未満 1996～ 2,295 45

（計） 4,185 94
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石炭火力

80.2％

(+4.6%) ［+5.2%］

LNG火力

67.3％

(+48.0%) ［▲1.3%］

石油等火力

36％

(+37.1%) ［▲15.0%］

火力全体

61.6％

(+30.0%) ［▲1.1%］

出典：環境省「2013年度の温室効果ガス排出量（確報値）について」より抜粋・加筆

火力発電所の設備利用率の推移
石炭火力は、ほぼフル稼働

石炭：80.2％、LNG：67.3％、石油等36％
（発電所のユニット（号機）ごとの設備利用率は非公開）
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石炭火力発電からのCO2排出の推移

出典：総合エネルギー統計より作成

石炭からの排出
2億7千万トン超

日本の排出を
13％増加させる
要因に
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石炭火力発電の新設のインパクト
火力発電所の設備容量

運転開始年別の既存発電所と新規計画
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既存発電所 94基
4180万kW

新規計画 47基
2250万kW
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• 新設計画：47基、2250万kW以上
– うち小規模案件（アセス対象外）：17件

– 建設ラッシュは2020年に

– 福島への復興支援／オリンピック電源として

– 事業者はさまざま（鉄鋼・総合商社・ガス・紙パルプ等）

• 推定される年間CO2排出量： 約1億3500万トン

– 日本の2014年GHG総排出量の10%に相当

– 2050年80％削減（2億5千万トン）の半分以上

石炭火力発電計画とそのインパクト

建設中 環境アセス中

317万kW 1,505万kW



石炭火力を巡る政策動向

16

• 京都議定書効果（2009）: 発効後、新規の建設計画は凍結
• 建設計画が2009年に中止に

（環境アセスメントの過程で環境大臣が「是認できない」と意見した後）

• 福島第１原発事故後（2012～）: 
石炭火力発電へのインセンティブとなる政策を導入

• 「エネルギー基本計画」 （2014）: 原子力発電と石炭火力
発電の両方を”ベースロード電源”として推進

新規の石炭火力発電計画が
急激に増加
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１）環境アセスメントの迅速化

・石炭火力発電のリプレイスには迅速化（期間の短縮）を適用
・リプレイスはより高効率なものになるため、影響評価も容易
との理由（環境省）

⇒石炭火力建設へのGoサイン

２）新しい火力電源の入札ガイドライン

・電力会社の電源調達に競争原理を導入
・新規参入者による卸供給を拡大することにより、電力の安定供給と
電気料金の低下を促す（資源エネルギー庁）

⇒ガスより石炭を選択する後押し

福島第一原発事故後の
石炭火力を推進する政策動向
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３）火力電源入札に関する関係局長級会議とりまとめ

CO2排出抑制のための事業者の「自主的枠組み」の構築を要請

福島第一原発事故後の
石炭火力を推進する政策動向

① 国の計画と整合的な目標であること
② 新電力を含む主要事業者が参加すること
③ 目標達成に向けた責任主体が明確なこと（小売段階に着目）
④ 参加事業者が全体として目標達成に明確にコミットしていること
⑤ 新規参入者等に対しても開かれ、事業者の予見可能性の高い枠組であること

※これを受け、電気事業者らが枠組みを発表（2015.7.17）
「参加事業者で2030年に「0.37kg-CO2/kWh」を達成」

⇒ 規制ではなく「自主的」という従来の対応
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• 新設基準の見直し

石炭：超々臨界圧（USC）相当

（発電効率 42.0％以上（発電端、HHV)

天然ガス：コンバインドサイクル相当

（発電効率 50.5％以上（発電端、HHV)

石炭火力の抑制のための
新たな政策と措置

～このままでは国の計画を上回ってしまう～

※入札募集案件・環境アセスが開始されている案件は、
対象外に（配慮する）

→ 計画には影響なし
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• 事業者ごとの既存の火力にベンチマーク制度

指標1）燃料種ごとの発電効率

（石炭41％、天然ガス48％、石油39％）

指標2）火力全体の発電効率（44.3％）

→石炭火力の比率の多い事業者には影響が大きい（ただし
共同達成も可）

→天然ガス比率を高める、石炭の利用率を下げるなどの効
果が期待

石炭火力の抑制のための
新たな政策と措置

～このままでは国の計画を上回ってしまう～

努力義務であり、十分に情報が公表されないため、実
効性に疑問
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石炭火力を見る視点：CO2
石炭火力の高効率化は対応策にはならない

・高効率でも、大量にCO2を排出
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• 4度の環境大臣意見「是認できない」（2015）

• 経産省の新たな施策と、経産省からの情報受理
を理由に、当面の経過を見守る立場へ

→ 実質的な“容認”に

環境省の方針転換

年月 発電所名 企業名 設備容量
（万kW）

2015.6 西沖の山 山口宇部パワー 120

2015.8 武豊5号 中部電力 107

2015.8 千葉袖ヶ浦
出光興産，九州電力，
東京ガス

200

2015.11 秋田港
丸紅，関電エネルギー
ソルーション

130



まとめ

・石炭火力発電所から大量にCO2を排出。高効率の新しい
発電所でも同様

・福島第1原発事故後、石炭が再評価され、政策プッシュ

・これからの石炭火力の建設計画多数。経産省の政策も効
果が疑問視されるため、これを抑制する措置は未整備

・石炭火力には、環境（気候）リスク、健康リスク、そし
て経済リスクが指摘されている。

・G7では気候変動・エネルギー問題がアジェンダに。リー
ダーシップを取るためにも、日本は方針を再確認するべき
ではないか。
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